
 

 

 

人権擁護の推進等に関する提言 
 

 人権擁護の推進を図り、住民の基本的人権を護るため、国は、次の事項について積

極的な措置を講じられたい。 

 

１．人権尊重の理念を啓発し、あらゆる差別や虐待などの人権侵害を防止するととも

に、差別等による人権侵害を把握し、被害者を救済するため、実効性ある人権擁護・

人権救済制度を早期に確立し、制度の積極的な周知を図ること。 

 

２．人権問題に関する国民の正しい理解と認識を深めるため、人権教育及び人権啓発

の推進に関する法律等の趣旨を踏まえ、人権意識の高揚に向けた人権教育及び啓発

の一層の推進を図ること。 

 

３．人権啓発活動地方委託事業の予算を拡充するとともに、部落差別やＬＧＢＴ、イ

ンターネット上における人権侵害などに対応するため、様々な人権啓発活動の取組

に必要な経費について地方財政措置を拡充すること。 

 

４．人権擁護委員や保護司会活動の活性化に向け、研修の充実や予算の確保など、必

要な措置を講じること。 

  


	00-1　表紙【議員会館投げ込み・送付用】
	00-2   目次（決議・重点提言）【役員会終了後配付・実行運動用】
	00-3　中表紙（決議・重点提言）【役員会後配付・実行運動用】
	●決議・緊急アピール・重点提言・提言（01-04）
	決議・緊急アピール
	04【合本版】決議
	01 東日本大震災決議（変更なし）
	02 国土強靱化、防災・減災決議（変更あり）
	03 創生決議（変更なし）
	04 秋税財政決議案（変更なし）
	05 301106時点_決議案（子ども・子育て）（変更あり）
	06 301106公立小中学校施設等の整備のための予算確保に関する決議（変更あり）
	07 参議院議員選挙制度改革に関する決議（変更なし）

	05 緊急アピール

	06【合本版】重点提言
	07【合本版】提言

	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ



